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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自動車の制動機器における坂下り制御（ＨＤＣ）のためのシステムであって、
　電気制御可能サービス・ブレーキ・システムと、
　自動車の個々の車輪（ｉ）に対して発生し、前記坂下り制御（ＨＤＣ）によって制御す
るそれぞれの操作対象変数である、制動圧力（p_RAD,i）または制動モーメントの個々の
調節を可能にするブレーキ・アクチュエータと、
　前記自動車の動作状態に関する変数を直接的または間接的に検出し、傾斜が急な道路上
で運転するときに、追加の制動モーメントを調節するために設けられている電子制御ユニ
ットと、
　現在運転している坂道（a_NEIGUNG）の現在の実際の傾斜に応じて補正信号（a_N）を決
定し、補正信号（a_N）をブレーキ・レギュレータの出力信号（a_R）に重畳し、前記坂道
（a_NEIGUNG）の測定信号を前記ブレーキ・レギュレータの出力に帰還する、下り坂運動
量補償回路と、
を備えており、
　前記被操作変数を調節する結果生ずる前記自動車の挙動制御を、制御変数である現在の
自動車速度v_ISTを用いて連続的に検出し、
　前記制御変数v_ISTを、基準変数である、所望の自動車速度v_SOLLと比較し、
　目標変数v_ZIELおよび前記制御変数v_ISTに応じて、前記基準変数v_SOLLを適応させる
ＨＤＣ調節器を備えており、
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　第１範囲（v_IST-Δｖ＞v_ZIEL）において、v_SOLL:＝v_IST-Δｖを適用することによ
り、制御変数v_ISTに応じて均一に前記基準変数v_SOLLを前記目標変数v_ZIELに近づけ、
　第２範囲(v_IST-Δｖ＜＝v_ZIEL）において、v_SOLL:=v_ZIELを適用することにより、
前記制御変数からオフセットΔｖを減算した値が前記目標変数v_ZIELに達するか、または
当該目標変数v_ZIELを下回ると直ちに、前記目標変数v_ZIELを前記基準変数v_SOLLとして
直ちに受け入れ、
　第３範囲（v_IST+Δｖ＞＝v_ZIEL)において、v_SOLL:=v_ZIELまたはv_SOLL:=v_IST+Δ
ｖを適用することにより、前記目標変数v_ZIELを直ちに前記基準変数v_SOLLとして受け入
れるか、または前記制御変数v_ISTに応じて均一に前記基準変数v_SOLLを前記目標変数v_Z
IELに近づけ、
　前記オフセットΔｖは、前記制御変数v_ISTに応じて、前記制御変数v_ISTが増大する場
合に増大するように動的に変更される、
システム。
【請求項２】
　請求項１記載のシステムにおいて、前記ＨＤＣ調節器は、ＯＮ／ＯＦＦ信号に応じて前
記基準変数v_SOLLを適応させるために設けられている、システム。
【請求項３】
　請求項１または２記載のシステムにおいて、前記電子制御ユニットは、ブレーキ・ペダ
ルを作動させているか否かには関係なく、追加の制動モーメントを調節する、システム。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項に記載のシステムにおいて、前記電気制御可能サービス・
ブレーキ・システムは、運転者の作動には関係なく、アンチ・ロッキング制御機能（ＡＢ
Ｓ）および制動機能（ＡＳＲ、ＥＳＰ）の双方に合わせて設計されている、システム。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載のシステムにおいて、前記比較の結果をブレーキ・
レギュレータに供給し、該ブレーキ・レギュレータは、前記ブレーキ・アクチュエータを
通じて、前記比較の結果に応じて、前記基準変数v_SOLLに合わせる方向に前記制御変数v_
ISTを制御する、システム。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載のシステムにおいて、前記ブレーキ・レギュレータ
は、比例、積分、または微分成分を組み合わせることにより、Ｐレギュレータ、ＰＩレギ
ュレータ、またはＰＩＤレギュレータに指定する、システム。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか１項に記載のシステムにおいて、前記制御回路の上流に判断ユ
ニットを配置し、運転者の望み、前記自動車の動作状態等のような外部または内部変数を
用いて、それぞれの基準変数v_SOLLを前記制御回路に供給するために特定の機能を優先す
る、システム。
【請求項８】
　請求項７記載のシステムにおいて、前記機能は、運転者が予め決定した所望の速度を維
持し、自動制動によって、個々の自動車の速度に応じて、前方を運転中の自動車からの距
離を維持する速度レギュレータ（ＡＣＣ）である、システム。
【請求項９】
　請求項７記載のシステムにおいて、前記機能は、ＢＢＷユニットの場合制動要求を伝達
するため、更に運転者が制御する従来の制動を優先して、動作中の自動ＨＤＣを中断させ
てもよいか否か判断するために、前記ブレーキ・ペダルの作動の結果生ずる、運転者の制
動要求である、システム。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか１項に記載のシステムにおいて、ブレーキ・アクチュエータと
して、電気油圧制御ユニット、電子的制御可能ブレーキ・ブースタ、またはワイヤによる
ブレーキ機器を設ける、システム。
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【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載のシステムにおいて、前記目標変数v_ZIELは、Ｈ
ＤＣモードにおいて坂下りを行うことを意図する所望の速度である、システム。
【請求項１２】
　請求項１１記載のシステムにおいて、前記所望の速度は、既定の一定変数、またはある
範囲内において動作要素を用いて運転者が選択可能な変数のいずれかである、システム。
【請求項１３】
　請求項１２記載のシステムにおいて、前記所望の速度は、前記自動車内に設けられてい
る巡航制御動作要素によって調節可能である、システム。
【請求項１４】
　請求項１１または１２記載のシステムにおいて、前記所望の速度は、前記加速ペダルを
作動させることによって運転者によって上昇させることができ、前記ブレーキ・ペダルを
作動させることによって低下させることができる、システム。
【請求項１５】
　請求項１～１４のいずれか１項に記載のシステムにおいて、前記所望の速度は、現在運
転している道路の傾斜に応じて変化することができ、傾斜が急な程、所望の速度は低くな
る、システム。
【請求項１６】
　請求項２～１５のいずれか１項に記載のシステムにおいて、運転者が前記ＨＤＣモード
を活性化することを望むとき、第１ステップにおいて、前記ＯＮ／ＯＦＦ信号は、動作要
素によって前記システムに伝達される、システム。
【請求項１７】
　請求項１６記載のシステムにおいて、第２ステップにおいて、前記ＨＤＣモードの活性
化の前に、このような活性化を確認のために監視する、システム。
【請求項１８】
　請求項１７記載のシステムにおいて、確認の監視のために、前記自動車の動作状態から
得た特定の判断基準を監視する、システム。
【請求項１９】
　請求項１８記載のシステムにおいて、前記自動車の以下の動作状態を監視する、システ
ム。
　（ｉ）現在の自動車の速度は低速未満か、または
　（ｉｉ）低いギアが係合されているか、または
　（ｉｉｉ）自動車が上り坂を運転していないか。
【請求項２０】
　請求項１９記載のシステムにおいて、前記監視に対して肯定的な結果の場合、第３ステ
ップにおいて、前記基準変数v_SOLLを前記目標関数v_ZIELに合わせる、システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車のためのいわゆる「坂下り制御」（ＨＤＣ）システム、即ち、下り坂
を運転する自動車の速度制御システムに関する。このような坂下り制御において、本発明
は、この場合、「坂下り制御の実行」および「外乱変数としての下り坂運動量(downhill 
momentum)のフィードフォワード制御」という態様に関する。
【背景技術】
【０００２】
　坂下り制御システムは、とりわけ、ＥＰ　０　８５６　４４６Ｂ１から公知である。こ
れは、傾斜が急な道路、特に、オフ・ロードで運転するときの自動車の牽引および運転安
定性を確保するために用いられる。前述のシステムは、複数の車輪と、それぞれ車輪の１
つを制動することを意図した複数のブレーキと、アクセル・ペダルと、ブレーキ・ペダル
と、車輪の１つのロッキング(locking)を検出するための車輪ロック・センサとを備えて
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いる車輪付き車両(wheeled vehicle)のために設計されている。制御ユニットは、活性化
状態と不活性化状態とを有する。その活性化状態では、検出した自動車速度が所定の所望
速度よりも高く、車輪ロッキングが検出されない場合、各ブレーキを作動させて、自動車
を制動する。検出した自動車の速度が所望の速度よりも高いときに、連動する車輪のロッ
キングが検出された場合、ブレーキの１つを解除する。活性化状態に入るとき、制御ユニ
ットは、自動車の速度が所望の速度よりも著しく低い場合にはペダルを作動させることな
く、自動車の加速率(rate of acceleration)が所望の速度に達するようにブレーキを制御
する。
【０００３】
　活性化状態に入るとき、制御ユニットは、自動車の速度を所望の速度と比較して、自動
車の速度が所望の速度に近づくように、制動手段を制御する。自動車の速度が所望の速度
よりも著しく高い場合、自動車の減速率を所望の速度に向かって制御する。自動車の減速
率は、約０．２から０．３ｇの所定の最大値に制限することもできる。活性化状態は、自
動車が第１ギアまたは逆転ギアにあるときにのみ選択できるようにしてもよい。活性化状
態では、運転者による自動車の制動要求手段の作動の結果、制動量を制御ユニットが供給
するよりも増大させるために、制御ユニットを無視する。このように、車輪のロッキング
が検出されない場合、自動車を所望の速度未満に減速させる。制御ユニットは、その活性
化状態では、検出した自動車の速度が所望の速度未満であるときには、少なくとも部分的
にブレーキを解除する。制御ユニットは、手動で動作可能なスイッチによって活性化する
ことができる。検出した自動車の速度が所望の速度未満であるのなら、自動車の加速率が
制限値未満となることを確保するために、制御ユニットは、必要であれば、ブレーキを活
性化する。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　この場合、特に、軟らかくしかも滑りやすい地面条件により自動車を運転することが非
常に難しくなるという問題が生ずる。傾斜が急な道路上での運転を低速で行うと、最低の
ギアに係合していても、自動車が与える駆動トルクの低減または除去は、それ自体では不
十分である。代わりに、追加の制動モーメントを車輪に与えなければならない。
 
【０００５】
　最近の自動車には、運転者の作動とは独立した制動機能、即ち、駆動スリップ制御（Ａ
ＳＲ：drive slip control）または駆動力学制御（ＥＳＰ：driving dynamics control)
を、アンチ・ロッキング制御機能（ＡＢＳ：anti-locking control function)に加えて実
行可能にするために、電気制御可能なサービス・ブレーキ・システムが装備されている。
このため、サービス・ブレーキ・システムは、対応して構成した電気油圧制御ユニット、
電子的に制御可能なブレーキ・ブースタを備えており、あるいはいわゆる「ワイヤによる
ブレーキ」（ＢＢＷ）システムとして構成されている。電子制御または規制のために、電
子制御ユニットが設けられ、電子センサによって、自動車の動作状態に関する変数を検出
する。つまり、例えば、ＡＢＳ制御では、自動車の車輪のスリップを、車輪速度センサに
よって検出し、ロッキングを防止するように、スリップに応じて、自動車の車輪の回転挙
動を制御または規制する。
 
【０００６】
　ＷＯ０１１４１８５Ａ１は、坂下り制御を備えたサービス・ブレーキ・システムを開示
する。坂下り制御を補助するデバイスが、車両の動作状態を検出し、傾斜が急な道路上で
運転するとき、ブレーキ・ペダルを作動させたか否かには関係なく、追加の制動モーメン
トを調節する。車両速度を用いて、操作対象変数の調節の結果生ずる車両の操縦を連続的
に検出し、所望の速度と比較する。
【０００７】
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　ＷＯ９６１１８２６は、坂下り制御を備えたサービス・ブレーキ・システムを開示する
。これは、傾斜が急な道路上で運転するときに、ブレーキ・ペダルを作動させているか否
かには関係なく、車両の速度が閾値を超過したなら直ぐに、追加の制動モーメントを調節
する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の結果、傾斜が急な道路上で運転するときに、ブレーキ・ペダルを運転者が作動
させているか否かには関係なく、追加の制動モーメントを調節するために、電気的に制御
可能なサービス・ブレーキ・システムにおける自動制動機能として、「坂下り制御」（Ｈ
ＤＣ）を提供する。
【０００９】
　その結果、運転者が制動ユニットを作動させる必要がなくなるので、運転者は、危険が
多いこのような状況において、自動車のハンドル操作に集中することができる。これに関
して、他の場合には設けられるサブ・アセンブリ（制御用コンピュータ、センサ、作動部
材、駆動電子回路等）も同時に用いると有利である。設けられる機能（例えば、ＡＢＳま
たはＡＳＲ）は、「坂下り制御」の動作中にも利用可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　説明のために、本発明による電気的制御可能サービス・ブレーキ・システムを、図１に
おける模式制御ブロック図に示す。
この場合ブレーキ・アクチュエータとして示す構成要素は、例えば、制動圧力p_RAD,iお
よび自動車の個々の車輪ｉに対して発生する制動モーメントの個々の調節を可能にする電
気油圧制御ユニットに対応する。この場合、それぞれの制動圧力p_RAD,iまたはそれぞれ
の制動モーメントは、坂下り制御（ＨＤＣ）によって制御される操作対象変数である。制
動モーメントを調節することの結果生ずる自動車の挙動の制御は、この場合、制御変数で
ある、現在の実際の自動車速度v_ISTを用いて、連続的に検出する。制御変数v_ISTを、基
準変数である所望の自動車速度v_SOLLと比較する。この比較の結果を、ブレーキ・レギュ
レータに供給する。ブレーキ・レギュレータは、ブレーキ・アクチュエータによって、制
御変数v_ISTを、比較の結果に応じて、基準変数v_SOLLに合わせる方向に制御する。ブレ
ーキ・アクチュエータは、このために、そして公知のように、例えば、比例、積分、また
は微分成分を組み合わせることにより、ＰＩレギュレータまたはＰＩＤレギュレータとし
て設計することができる。
 
【００１１】
　電気制御可能サービス・ブレーキ・システムによってどの機能を実行させるか選択する
ために、判断ユニットを、実際の制御回路の上流に配置することができる。これは、それ
ぞれの基準変数v_SOLLを制御回路に供給するために、運転者の希望、自動車の動作状態等
を用いて、個々の機能に優先順位を付ける。
【００１２】
　このような機能は、例えば、「適応巡航制御」（ＡＣＣ）と呼ばれる速度レギュレータ
とすることができ、巡航コントローラとして知られている従来の速度レギュレータに対し
て、運転者が予め決定した所望の速度を単に維持するだけでなく、とりわけ、自動制動に
よって、個々の自動車両の速度に応じて、前方を走行中の自動車両からの距離も維持する
。
【００１３】
　更に、このような機能は、例えば、運転者の制動要求とすることができ、これはブレー
キ・ペダルの作動の結果生じ、第１にＢＢＷユニットの場合制動要求を伝達するため、第
２に運転者が制御する従来の制動を優先して、動作中にある自動ＨＤＣを中断してもよい
か否か決定するためにある。
【００１４】
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　更に、本発明は、不快な自動車の操縦という問題にも関する。この問題は、特に、ＨＤ
Ｃに入力するときに、制御変数v_ISTと基準変数v_SOLLとの偏差が大きい程明白となる。
これは、制御技術に関して、即ち、ブレーキ・レギュレータの適した設計によって克服す
ることができる。しかしながら、これは、種々のその他の制動機能（ＡＢＳ、ＡＳＲ等、
上の説明を参照のこと）のために共通の制御構造を用いるという目標とは矛盾する場合も
ある。
【００１５】
　したがって、図１に示すように、ＨＤＣ調節器を提案する。これは、目標変数v_ZIEL、
ＯＮ／ＯＦＦ信号、および制御変数v_ISTに応じて、基準変数v_SOLLを適応させるもので
ある。
【００１６】
　目標変数v_ZIELは、ＨＤＣの範囲内において坂下りを行うことを意図する所望の速度で
ある。これに関して、この変数は、システムにおける既定の一定変数、例えば、v_ZIEL＝
８ｋｍ／ｈ、または例えば、範囲が５ｋｍ／ｈ＜v_ZIEL＜２０ｋｍ／ｈ以内の動作要素、
例えば、ポテンショメータを用いて運転者が選択することができる変数でもよい。自動車
両に巡航コントローラまたはＡＣＣが装備されている場合、この目的のために設けられる
動作要素を用いて、目標変数v_ZIELを調節するために、これを備えることができる。運転
者によって目標変数v_ZIELを変化させる更に別の可能性は、アクセル・ペダルを作動させ
ることによって目標変数v_ZIELを増大させること、およびブレーキ・ペダルを作動させる
ことによって目標変数v_ZIELを減少させることである。最後に、現在運転している道路の
傾斜に応じて、目標変数v_ZIELを変化させることも可能である。更に具体的には、傾斜が
急な程、所望の速度を低下させることも可能である。
 
【００１７】
　ＯＮ／ＯＦＦ信号は、動作要素、例えば、スイッチによって発生し、これを通じて、運
転者は初期状態においてシステムに、ＨＤＣを活性化させたいことを伝達する。第１ステ
ップにおいて、ＨＤＣを活性化したい場合、第２ステップにおいて、ＨＤＣの活性化を、
したがって、確認のために監視する。この監視には、以下を含む自動車の動作状態を用い
て、具体的な判断基準を用いる。
【００１８】
　現在の自動車の速度は低速未満か（例えば、v_IST＜３０ｋｍ／ｈ）。
　最低のギア（例えば、第１ギア）が係合されているか。
　自動車は上り坂を運転中ではないか。
【００１９】
　監視が肯定的に終了した場合、第３ステップにおいて、基準変数v_SOLLを目標変数v_ZI
ELに合わせる。
　基準変数v_SOLLをどのように目標変数v_ZIELに合わせればよいか、または近づければよ
いかについて、好適な実施形態を図２による速度－時間図において示す。
【００２０】
　同時に、制御変数v_ISTに応じて適応化も行い、制御変数v_ISTに負および正方向にオフ
セットΔｖを適用する。得られるパスv_SIT-Δｖおよびv_IST+Δｖは、時間に応じて、点
ＡおよびＢにおいて一定目標変数v_ZIELのパスと交差する。その結果、セクタＩ、ＩＩお
よびＩＩＩが決定され、これらに対して、基準変数v_SOLL をそれぞれ以下のように設定
する。
【００２１】
　セクタＩを以下の条件によって決定する。
　v_IST-Δｖ＞v_ZIEL
　これが満たされる場合、次の式を適用する。
【００２２】
　v_SOLL:＝v_IST-Δｖ
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　その結果、基準変数v_SOLLは、制御変数v_ISTに応じて均一に目標変数v_ZIELに近づい
ていくので、特にＨＤＣに入力するときには、自動車の運転が非常に快適に行われる。
【００２３】
　セクタＩＩを以下の条件によって決定する。
　v_IST-Δｖ＜＝v_ZIEL
　これが満たされる場合、次の式を適用する。
【００２４】
　v_SILL:＝v_ZIEL
　これが意味するのは、制御変数v_ISTからオフセットΔｖを減算した値が目標変数v_ZIE
Lに達するか、または目標変数v_ZIELを下回ると直ちに、動的制御挙動を遂行するために
、目標変数v_ZIELを基準変数v_SOLLとして直ちに受け入れるということである。
【００２５】
　セクタＩＩＩを以下の条件によって決定する。
　v_IST+Δｖ＝v_ZIEL
　これが満たされる場合、以下の式のいずれかを適用する。
【００２６】
　v_SOLL:＝v_ZIEL、または
　v_SOLL:＝v_IST+Δｖ
　この場合、セクタＩＩと同様、目標変数v_ZIELを直ちに基準変数v_SOLLとして受け入れ
るか、または動的制御挙動の減少が望まれる場合、制御変数v_ISTに応じて均一に基準変
数v_SOLLを目標変数v_ZIELに近づける。動的制御挙動の減少が望まれるのは、例えば、坂
下りの終点に向かい、道路の傾斜が減少しつつあり、下り坂力の影響を低減させることに
よって、実際の自動車の速度v_ISTを短期間落とすとよいときである。
【００２７】
　代案として、制御変数v_ISTに応じた定数として、制御変数v_ISTが増加するとオフセッ
トΔｖも大きくなる方向に、オフセットΔｖを動的に変化させ、図にに示すようにパスv_
IST-Δｖおよびv_IST+Δｖには直線が得られず、包絡曲線が得られるようにしてもよい。
その結果、セクタＩにおける基準変数v_SOLLを一層迅速に目標変数v_ZIELに近づけること
を達成することができる。即ち、これは、特に有利なのは、ＨＤＣに入力するときに、制
御変数v_ISTが際だって目標変数v_ZIELよりも大きい（即ち、所定値よりも大きい）場合
である。
【００２８】
　更に、本発明は、傾斜が急な道路上で運転しているときに非常に高くなる可能性がある
ＨＤＣに対する下り坂力の影響に関する。
原理上、下り坂力の影響は、ブレーキ・レギュレータによって補償する。これは、制御変
数が、自動車が前進するときの現在の実際の自動車速度v_ISTであるからである。しかし
ながら、例えば、坂道に入るときおよび出るときに、傾斜角度の変動または急激な変化に
遭遇する場合があり、このために制御変数v_ISTの時間応答にオーバーシュートまたはア
ンダーシュートが生ずる原因となる。その結果生ずる加速または減速段階のために、運転
者が非常に不快に感ずる。この問題は、例えば、適応型レギュレータのようなブレーキ・
レギュレータの適した設計によって、制御技術に関して解決することができる。しかしな
がら、これは、既に先に説明したように、異なる制動機能に共通の制御構造を用いるとい
う目標と矛盾が生ずる可能性がある。
 
【００２９】
　図１に示したように、下り坂運動量補償回路を用いて、この問題を解決する。下り坂運
動量補償回路は、現在運転している坂道a_NEIGUNGの現在の実際の傾斜に応じて下り坂運
動量補償回路が決定する補正信号a_Nを、ブレーキ・レギュレータの出力信号a_Rに重畳す
る。傾斜a_NEIGUNGのブレーキ・レギュレータの出力へのフィードバックの結果、制御回
路に対するその影響はほぼ完全に補償されるので、ブレーキ・レギュレータの動的挙動に
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対する悪影響は全くない。ブレーキ・レギュレータは、制御の品質に関与するので、自動
車が平坦な道を移動するという単純な場合に合わせて設計しさえすればよい。その結果、
制御技術に関する利点に加えて、必要とされる装置（コンピュータ容量／メモリ容量等）
の複雑さやコストも低く抑えることができる。更に別の利点は、本発明による下り坂運動
量補償回路は、例えば、ＡＣＣのような、他の機能も用いてもよいことである。
 
【００３０】
　理想的には、測定技法に基づいて適したセンサ手段（例えば、傾斜計）によって傾斜a_
NEIGUNGを検出し、下り坂運動量補償回路に入力変数として供給する。自動車がセンサ手
段を用いて自動車の全体的長手方向加速度を検出する場合、自動車の全体的長手方向加速
度から車輪速度センサの信号を減算することによって検出される自動車の長手方向加速度
によって、傾斜も検出することができる。
【００３１】
　下り坂運動量補償回路は、自動車のパラメータ（例えば、重量）、および自動車の動作
状態（例えば、負荷状態）を用いることによって、傾斜a_NEIGUGに基づいて、補正信号a_
Nを検出する。
【００３２】
　ブレーキ・レギュレータの出力信号a_Rを減速として測定する場合、補正信号a_Nも減速
として測定され、その結果、傾斜a_NEIGUNGが増加すると、ブレーキ・アクチュエータが
要求する減速も増加する。
【００３３】
　傾斜a_NEIGUNGの値は、約＋４５゜および約－４５゜の間で変化する可能性がある。
　要約すると、本発明によるシステムの以下の基礎的原理および利点をあげることができ
る。
【００３４】
　・本発明によるＨＤＣモードにおける速度制御に対する所望の値は、現在の自動車の速
度、（可変）目標速度、および所望の速度と現在の自動車の速度との間の動的変動最大偏
差の関数である。
【００３５】
　・本発明によるＨＤＣモードの間、急峻な制御作用を回避することにより、車両操縦の
快適さが向上する。
　・本発明にしたがって所望の値を決定するときに、現在の自動車の速度を考慮に入れる
。その結果、運転の操縦が自然に感じられる。
【００３６】
　・本発明によれば、目標速度が制限範囲内にない場合、自動車の速度に応じて、所望の
速度を決定する。
　・本発明によるシステムは、可変目標速度でも動作する。
【００３７】
　・本発明による下り坂運動量補償回路は、自動車両が実質的に平坦な地面上を移動する
という事実に基づく従来の制御構造および制御アルゴリズムの使用を可能にする。これに
関して、下り坂力または坂下り加速度を検出し、外乱変数として制御回路に供給する。こ
れによって、傾斜(incline/gradient)が変化する場合でも、制御アルゴリズムが単純とな
り、コントローラの反応時間が短縮する。
【００３８】
　最後に、本発明は、それ以外では設けられる、ブレーキ機器の電子制御ユニットのコン
ピュータ・ユニット上のソフトウェアとして実施することもできるので、ハードウェアの
コスト上昇が生じないことも注記しておく。
【図面の簡単な説明】
【００３９】
【図１】本発明による電気的制御可能サービス・ブレーキ・システムの模式制御ブロック
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図である。
【図２】基準変数v_SOLLをどのように目標変数v_ZIELに合わせればよいか、または近づけ
ればよいかについて示す好適な実施形態の速度－時間図である。

【図１】 【図２】
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